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「基礎的業務予算」とは、どの支部にも共通する事業にかかる予算

「支部保険者機能強化予算」とは、地域性を踏まえた支部独自の取り組みを行う事業にかかる予算

1

令和４年度の支部保険者機能強化予算について

①基礎的業務関係予算

②医療費適正化等予算

③保健事業予算

• 医療費の適正化対策に関する経費

• 広報に関する経費（紙媒体、その他の媒体）

予

算

体

系

支部保険者機能強化予算
• 健診に関する経費（事業者健診取得、受診勧奨、など）

• 保健指導に関する経費（中間評価時の血液検査、など）

• 重症化予防に関する経費（未治療者の受診勧奨、など）

• コラボヘルス事業に関する経費（情報提供ツール、など）

• その他、保健事業に関する経費

• 職員の健診や研修、出張などに関する経費

• 事務室の整備や賃借料、光熱費、備品などに関する経費

• 会議の開催や医師への謝金、委託などに関する経費

• 保険証の回収や廃棄処理、債権回収などに関する経費

• 健康保険委員への情報提供や研修など活動に関する経費

• 健診年次案内や、各種協議会等の運営に関する経費 など

支部の基礎的な業務

63,330千円

14,453千円

令和３年10月15日 令和３年度第３回熊本支部評議会 資料５
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令和４年度 熊本支部独自事業の概要

項
番

取組名 概要
令和４年度
予算額

令和３年度
予算額

医

療

費

適

正

化

対

策

経

費

①
＜新規＞
ジェネリック医薬品の使用促進に向けた医療
機関等への情報提供

自医療機関・薬局におけるジェネリック医薬品の使用
割合や地域での立ち位置などを見える化した「お知ら
せ」を作成し、医療機関等に配布する。

200千円 －

②
＜継続＞
多剤・重複服用者等への服薬情報の通知事業

外部委託により、レセプト情報を活用から多剤、重複
服用等がある加入者の抽出し、適正な服薬の啓発
とお薬手帳の普及啓発を行う。

＜拡大＞
7,200千円

4,625千円

広

報

・

意

見

発

信

経

費

③
＜継続＞
広報誌 「協会けんぽくまもと」の作成
（納入告知書に同封するチラシ）

事業所に健康保険制度及び協会の事業について周
知を行うため、年11回（2月除く）広報誌を作成する。

1,700千円 1,700千円

④
＜継続＞
社会保険事務説明会で使用する資料の作成

日本年金機構が毎年6月頃に実施する「算定基礎説
明会」において配布する、協会けんぽの事業説明する
ための資料を作成する。

220千円 220千円

⑤
＜継続＞
新規適用事業所向け冊子の作成

新規に健康保険・厚生年金の適用となる事業所に健
康保険制度及び協会の事業について周知を行うため
の説明冊子を作成する。

330千円 440千円

⑥
＜新規＞
ヘルスター健康宣言ガイドブックの作成

ヘルスター健康宣言の勧奨を行う際に使用する説明
資料を作成する。

100千円 －

⑦
＜新規＞
健康づくり応援企業（仮称）紹介チラシの
作成

加入者の健康づくりに向けたサービスを提供する事業
者「健康づくり応援企業（仮称）」周知するためのチラ
シを作成する。

200千円 －

⑧
＜継続＞
メディアを活用した健康経営、健康づくり、制
度等の周知

地方紙、地方経済誌等を活用し、健康経営や健康づ
くり、適正受診の必要性を、県民、経営者層または学
童児に広く周知するため広報活動を行う。

4,500千円 4,500千円

１．支部医療費適正化等予算

（予算枠：14,453千円 予算計上額：14,453千円） ※端数表示の関係上、合計額は一致しません。
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令和４年度 熊本支部独自事業の概要

項
番

取組名 概要
令和４年度
予算額

令和３年度
予算額

集

団

健

診

⑨
＜継続＞
被扶養者を対象とした協会けんぽ主催
集団健診

無料オプショナル健診を付加した協会主催による集団健
診を実施する。
当年度特定健診未受診である対象者を抽出し、DMによ
り受診勧奨。

＜拡大＞
13,310千円

10,285千円

事

業

者

健

診

結

果

の

取

得

⑩
＜継続＞
事業者健診結果の提供勧奨及びデータ
化の外部委託

生活習慣病予防健診の受診率が低い事業所に対する文
書・電話等による事業者健診結果の提供の勧奨と、取得
した紙媒体の事業者健診結果のデータ化までを委託する。

＜拡大＞
14,773千円

8,888千円

⑪
＜継続＞
健診機関による委任状の取得促進

健診機関自ら事業者健診の顧客事業所から協会けんぽへ
の健診結果提供にかかる委任状を取得した場合、取得費
用を支払う。

132千円 132千円

⑫
＜継続＞
健診機関による健診結果のデータ化

健診機関に対する事業者健診結果提供にかかる委託費の
うちシステムから支払いできない分を支部予算から支払う。

472千円 770千円

健

診

受

診

勧

奨

⑬
＜継続＞
新年度健診案内にかかるリーフレット等作成

生活習慣病予防健診、特定保健指導、特定健診にかか
る新年度案内時に支部独自の印刷物を同封することにより、
訴求力を高める。

2,010千円 1,955千円

⑭
＜継続＞
年度2回目の健診案内（個人あて案内）

年度中盤時点で、生活習慣病予防健診の受診率が０％
の事業所を抽出し、当該事業所に勤務する被保険者個
人を中心に健診案内を行う。

＜拡大＞
4,186千円

2,525千円

⑮
＜継続＞
健診機関毎の目標と報奨金の設定

健診機関毎に健診受診者数の目標を設定し、達成した健
診機関に報奨金を支払うことで、健診機関自身による勧奨
を促進する。

2,905千円 5,287千円

⑯
＜継続＞
被扶養者特定健診とがん検診同時受診
の勧奨

自治体が実施するがん検診と協会けんぽの特定健診が同
時に受診できること（日時、場所、料金等）を自宅宛て
DMにより勧奨する。

2,640千円 2,418千円

２．主な支部保健事業（予算枠：63,330千円 予算計上額：63,330千円）※端数表示の関係上、合計額は一致しません。
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令和４年度 熊本支部独自事業の概要

取組名 概要
令和４年度
予算額

令和３年度
予算額

保

健

指

導

利

用

勧

奨

⑰
＜継続＞
健診機関による健診当日面談の推進

健診機関毎に特定保健指導終了者数の目標を設定し、達成
した健診機関に報奨金を支払うことで、健診機関自身による勧
奨を促進する。

3,437千円 3,022千円

⑱
＜継続＞
中間評価時の血液検査の実施

特定保健指導中の中間評価時に、生活習慣改善の効果測
定として血液検査等を実施することで、質の向上を図るととも
に途中脱落を防ぐ。

＜拡大＞
7,673千円

5,280千円

重

症

化

予

防

⑲
＜継続＞
要治療領域者に対する受診勧奨

健診の結果、要治療領域で未治療の者へ電話・文書による受
診勧奨を実施する。

＜縮小＞
4,434千円

6,405千円

⑳
＜継続＞
糖尿病性腎症重症化予防

「熊本県糖尿病性腎症重症化予防プログラム」に該当する者
（糖尿病性腎症１期から３期に該当する者）を対象に、面
談による受診勧奨や保健指導を実施する。

＜縮小＞
2,805千円

6,028千円

コ

ラ

ボ

ヘ

ル

ス

㉑
＜継続＞
くまもと健康企業会を通した健康経営の
普及・促進

健康経営に取り組む企業間の連携により健康経営の質の向
上を図ることを目的に発足した「くまもと健康企業会」の定例会
を開催する。

800千円 800千円

㉒
＜新規＞
Webを活用した健康づくりイベントの開催

加入者の健康づくりのため開催していたウォーキングイベントを
Web方式にて開催する（運営の外部委託にかかる費用）。
（※これまでの集合形式からWeb形式に変更）

＜拡大＞
1,500千円

165千円

㉓
＜継続＞
ヘルスター健康宣言事業所のフォローアップ

健康宣言事業所を対象に、健康づくりサポート及び健康経営
の質を向上させるためのフォローアップセミナーを外部委託により
実施する。

1,560千円 1,560千円

そ

の

他
㉔

＜継続＞
生活歯援プログラムの実施

熊本県歯科医師会及び熊本県歯科衛生士会と連携し、希
望する事業所に対して生活歯援プログラムを実施する。

308千円 308千円

健診経費・保健指導経費 等
保健指導用パンフレット作成等経費、保健指導事務用品
（測定用機器類等）、保健指導用図書購入費、公民館等
における特定保健指導、保健事業計画アドバイザー経費等

274千円 379千円


